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A.研究目的 
 我が国の新規発生報告件数はほぼ横ばいの状

態が続いており、新規発生報告に占める AIDS
患者の割合は 30%前後で推移している。保健所
等検査施設における HIV抗体検査の陽性件数
は、エイズ動向委員会の報告数の約 45%に相当
し、HIV陽性者同定に重要な役割を担ってい
る。また、梅毒を含む性感染症の同時検査は、

HIVと併せたスクリーニング、予防啓発の機会
となり得る。2020年からの COVID-19流行に
伴い、保健所の業務は逼迫し HIV検査・相談
の件数は大きく減少した。当初作成を予定して

いた全国の保健所・検査所における HIV検
査・相談の事例集は、保健所業務逼迫の影響を 
考慮し 2020年度は作成せず延期とした。しか 

 
 
し、公衆衛生学的有事においても HIV検査・ 
相談の機会を維持できるような方策を検討する

ことが喫緊の課題と考え、本年は COVID-19流
行下における保健所・検査所における HIV検
査・相談の事例をまとめることを目的とした。 
 
B.研究方法 
未だ収束が見えていない COVID-19流行下で

の HIV検査・相談の現状について、「COVID-
19流行下におけるHIV検査・相談体制‐保健
所における対応事例と今後の課題‐」と題した

事例集を作成・発行した。エイズ動向委員会、

学術論文からのデータおよび研究班による

2020年のアンケート調査の結果を用い、保健
所・検査所における HIV検査・相談件数の推

研究要旨 
 本研究は、保健所・検査所における HIV検査の現状と課題を把握し、解決策を検討することを目
的としている。2020年度、保健所における HIV検査・相談の事例集作成を予定していたが、
COVID-19流行拡大の影響により実施困難であり延期とした。今年度も COVID-19流行は収束する
ことなく、全国的に保健所の業務は逼迫した状況であったが、そのような状況下でどのように HIV
検査・相談が実施されていたかを明らかにすることが重要であると考えた。そこで、2021年度は
COVID-19流行下における保健所 HIV検査・相談の事例集を作成・発行した。 
 事例集では COVID-19流行下での保健所 HIV検査・相談の現状を国内データ、本研究班のデータ
から示すとともに、保健所・検査所５か所を対象にインタビューを実施し詳細な情報を掲載した。さ

らに、コミュニティとの協働、郵送検査の可能性など今後につながる検査選択肢の可能性も検討した 
30年余りにわたり培われてきた保健所・検査所における無料匿名HIV検査・相談事業を有事の際に
も維持できるような体制構築と支援に加え、必要とする人が検査機会を失わないような検査選択肢の

検討が今後も引き続き必要であり、事例集がその参考となれば幸いである。 
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移や陽性率の推移を示した。5か所の保健所・
検査所への詳細なインタビューを実施し、対応

事例として掲載した。さらに、今後の検査機会

拡大の可能性として、コミュニティと協働した

検査・相談の事例（コミュニティセンターakta
による取り組み）、郵送検査実施のための北陸

における実証研究についても掲載した。 
 

C.研究結果 
 COVID-19下における保健所・検査所の HIV
検査・相談事業の実施状況とその詳細を事例集

にまとめた。エイズ動向委員会や学術論文の報

告から国内の検査件数、陽性件数の推移を示

し、昨年度の本研究班のアンケート結果から

COVID-19下での検査・相談実施体制の変化や
内訳をまとめた。HIV検査・相談の実施件数は
COVID-19流行下で大きく減少しており、その
背景には逼迫する保健所の人員不足や、検査・

相談の場での感染対策の難しさなどがあったこ

とが明らかになった。検査・相談を継続してい

た保健所でも、予約制にして受け入れ人数を制

限したり、実施日数を減らしたりしていた施設

が多かった。検査日の変更や休止後の再開の周

知方法等に課題や葛藤を抱える施設もあった。 
協力の得られた 5か所の保健所、検査所に対

し詳細なインタビューを行った。地域や施設に

よっても、受検者の特性の変化や検査・相談体

制の工夫に違いがあることがわかった。また、

コミュニティとの協働や郵送検査など、新たな

検査機会拡大の可能性についても記載した。 
 
D.考察とまとめ 
 COVID-19流行下において、保健所・検査所
では業務の増大と逼迫、感染対策の必要性から

検査・相談の縮小や一時休止を余儀なくされて

いた現状が明らかとなった。そのような状況下

で検査を継続するため、検査・相談の実施制の

調整、受検者への周知方法の工夫などが各施設

や自治体で行われていた。コミュニティや

NPOとの協働の推進、郵送検査の活用など従
来の保健所検査・相談と組み合わせることによ

る検査選択肢の拡大の可能性についてもさらな

る議論が必要であろう。本事例集は、今後の事

業展開の参考としていただけるよう全国の自治

体、保健所等関係各所へ配布するとともに、今

後は HIV検査・相談マップ等のウェブサイト
での公開、学会等での周知を行う予定である。 
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